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株主の皆様へ�

取締役社長取締役社長�

　株主の皆様には、いよいよご清祥のこととお喜び申し上げ
ます。�
　平素は格別のご支援を賜わり厚く御礼申し上げます。�
　平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日までの第１００期
の営業概況についてご報告申し上げます。�
　当期におけるわが国経済は、公共投資は引き続き停滞いた
しましたが、個人消費が持ち直しの動きを見せ、企業収益の
改善やデジタル関連産業などによる国内投資への回帰を背景
に民間設備投資が増加基調で推移するなど、景気は緩やかな
がらも回復の動きを見せました。�
　建設業界におきましては、民間工事は製造業を中心に明る
さを増しましたが、公共工事の発注が引き続き減少いたしま
したので、受注環境は依然として厳しい状況が続きました。�
　このような情勢下にありまして、当社は総力を挙げて受注
量の確保に努めてまいりました結果、受注高につきましては、
前期比３.６％増の約１兆１,２９３億円となりました。�
　次に、売上高につきましては、前期比０.３％減の約１兆
１,９８７億円となりました。また、利益の面では、工事利益
率の改善や有価証券の売却等により、経常利益は前期比４５.６
％増の約３８１億円となり、税引き後の当期純利益は前期比
５５５.９％増の約１９１億円となりました。なお、当社は当期
から固定資産の減損会計基準を早期適用しております。�
　また、当期末の株主配当金につきましては、１株につき５�
円（中間配当金を含め前期に比して２円増額の年８円）とさせ
ていただきました。�
　今後のわが国経済は、民間設備投資を中心として持続的な
回復が期待されますが、為替の動向や素材価格の高騰など懸
念すべき要因もあり、先行きには予断を許さないものがあり
ます。�

　建設業界におきましては、民間工事は引き続き回復基調で
推移することが見込まれるものの、公共工事の発注はさらに
減少することが予想されますので、依然として激しい受注競
争が継続するものと思われます。�
　当社といたしましては、このような厳しい経営環境に対処
すべく、昨年スタートした「優良企業構想」に掲げる諸施策
をさらに推し進め、常に高い収益力を持ち、絶えず成長する
企業を目指してまいります。�
　その実現のため、すべてのプロジェクトにおいてコンカレ
ントエンジニアリングを実践することにより、受注の拡大と
利益の向上を図ってまいります。具体的には、リニューアル、
環境関連、都市再生、海外の大型工事など、成長が期待され
る分野や技術力を活かせる分野に積極的な営業を展開すると
ともに、新たな収益基盤の拡充を図るため、ＰＦＩ事業やエ
ンジニアリング事業、不動産事業、当社の開発技術やノウハ
ウを活かした新規事業などを推進いたします。さらに、全社
を挙げて業務改善を進めることにより、品質管理やコストダ
ウン活動の徹底、生産性の向上を図るとともに、財務面にお
いては、保有資産の流動化を進めるなどキャッシュ・フロー
の向上に取り組んでまいります。�
　なお、当社は、すべての事業活動を通じて社会的な責任を
果たすことが経営上の重要課題であると考えており、とりわ
け環境保全活動には積極的に取り組む所存であります。具体
的には、「ゼロエミッション」の手法を推進し、建設廃棄物の
削減及び再資源化に努めるとともに、地球温暖化対策と建物
のライフサイクルコスト削減の両面に有効な省エネ技術並び
に汚染土壌や水域の浄化など環境関連技術の開発、実用化を
図ってまいります。また、地域社会との協調や文化事業の推
進に取り組むとともに、企業倫理の遵守の徹底や経営の透明
性の向上に努めていく所存であります。�
　今後とも、すべてのステークホルダーから高い評価をいた
だけるよう「優良企業構想」の実現に向けて取り組んでまい
りますので、株主の皆様におかれましては、何とぞ格別のご
理解とご支援を賜わりますようお願い申し上げます。�
�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１６年６月�
�
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主要データ�

部門別の受注高・売上高・繰越高�

業績の推移�

区　　　　   分�

土　　木�

建　　築�

　  計�

構成比 ％� 構成比 ％�
前期繰越高� 当期受注高� 当期売上高� 次期繰越高�

建設事業�

不 動 産 事 業 等 �

合　　　　　計�

1,208,122   1,178,064   

1,074,666   1,247,897   

24,311   30,757   

4,941   △15,082   

6円63銭   △20円48銭   

1,789,423   1,941,949   

327,647   396,479   

1,089,718   

1,202,173   

26,189   

2,914   

4円  4銭   

1,702,482   

254,195   

1,129,312   

1,198,757   

38,127   

19,116   

26円52銭   

1,559,316   

335,620   

1,091,139   

1,286,544   

21,638   

△71,300   

△98円47銭   

1,773,649   

284,112   

592,617   239,378   21.2    301,468   25.1    530,527   

1,092,209   851,586   75.4    860,124   71.8    1,083,672   

1,684,826   1,090,965   96.6    1,161,592   96.9    1,614,199   

1,185   38,347   3.4    37,164   3.1    2,368   

1,686,012   1,129,312   100      1,198,757   100      1,616,567   

区　　　　   分�

受　　注　　高�

売　　上　　高�

経　常　利　益�

当　期　純　損　益�

１株当たり当期純損益�

総　　資　　産�

純　　資　　産�

第96期�
（平成11年度）�

第97期�
（平成12年度）�

第99期�
（平成14年度）�

第98期�
（平成13年度）�

第100期�
〔当期〕�

（平成15年度）�

（注）１株当たり当期純損益は、第９７期までは期中平均発行済株式総数により、第９８期からは期中平均発行済株式総数（自己株式数を控除した株式数）により�
　　算出しております。�
　�

（単位：百万円）�

（単位：百万円）�
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主要データ�

売上高の推移（単位：億円）　　土木　　建築　　不動産事業等�受注高の推移（単位：億円）　　土木　　建築　　不動産事業等�

経常利益の推移（単位：億円）� 当期純損益の推移（単位：億円）�

１１年度� １２年度� １３年度� １１年度� １２年度� １３年度�

１１年度� １２年度� １３年度�

１４年度�

１４年度�

１４年度�

１４年度�

１５年度�

１５年度�

１５年度�

１５年度�１３年度�１１年度� １２年度�

12,478 12,865
12,021 11,987

10,746

12,081 11,780
10,911 10,897 11,293

307

216

261

381

243 49
29

191

△150
△713
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主な完成工事�

  土木・建築の分野で常にわが国の建設業界をリードする大林組。�
  その数々の成果は、国内外で高い評価を得ています。�
「建設は未来へおくるメッセージ」大林組はそう考えます。�

NTT DATA品川ビル（東京都）� 東海道新幹線 品川駅（東京都）�

LA CITTADELLA（ラ チッタデッラ）（神奈川県）�
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主な完成工事�

中国横断自動車道 見延橋（岡山県）�

品川Vタワー（東京都）�

寝屋川流域下水道中央南増補幹線（一）（大阪府）�

大阪赤十字病院本館（大阪府）�
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ニュース＆トピックス�

　当社は、わが国のＰＦＩ法施行前からＰＦＩ事業に注力し、こ
れまで１６件の事業に代表企業として参画しております。�
　その中のひとつ東京スポーツ文化館「ＢｕｍＢ」が、この春東京
都江東区にオープンいたしました。この施設は、「文武」両道を
実現するという理念のもと青少年の健全な育成や生涯学習などの
支援を目的として、旧夢の島総合体育館をリニューアルするとと
もに、新たに文化・学習施設や宿泊施設を建設したものです。施
設は、アリーナやフィットネスジム、柔剣道場などの「スポーツ
ゾーン」、演劇や音楽のためのスタジオなどの「文化・学習ゾーン」、
バリアフリーにも配慮した「宿泊ゾーン」、レストランやキッズ
ルームなどの「パブリックゾーン」の４ゾーンに分かれています。
これからは当社を中心にコンソーシアムのメンバー全員が一丸と
なり、東京都のパートナーとして２０年間にわたり施設の運営や
維持管理を行っていきます。�
　当社は、今後もＰＦＩ事業のリ－ディングカンパニ－として、
質の高い公共サービスを実現していきます。�

　当社は、都内有数の大規模オフィスビルである電通本社屋の建
設工事で取り組んだゼロエミッション活動により、平成１５年度
リデュース・リユース・リサイクル推進功労者等表彰の最高位の
賞である内閣総理大臣賞を受賞しました。�
　この賞は、全産業界の中から、循環型社会の実現に向けて、
３Ｒ（リデュース＝廃棄物の発生抑制、リユース＝再使用、リサイ
クル＝再資源化）に率先して取り組み、顕著な実績をあげている
団体等に贈られるものです。�
　当社は、今後もゼロエミッション活動を全国の建設工事現場で
推進し、全社をあげて環境保全に取り組んでまいります。�

東京スポーツ文化館（ＢｕｍＢ）�

表彰を受ける脇村副社長�

分別の様子� 分別ステーション�

ぶんぶ�

　◆お問い合わせ◆�
�　東京スポ－ツ文化館予約係�
�　T E L ：０３－３５２１－２５５１�
�　U R L ：http: / /www.ys- tokyobay.co. jp/�
�　所在地：東京都江東区夢の島３番地２�
�　交　通：JR京葉線・地下鉄有楽町線・�
�　　　　　りんかい線「新木場」駅徒歩約１０分�
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ニュース＆トピックス�

　当社は、海外において数々の大規模プロジェクトに
参画しています。�
　シンガポールでは、同国で３つ目の総合大学となる
シンガポール経営大学の新キャンパスを建設していま
す。全５棟、延べ床総面積９万７千ｍ２を超える大規模
な施設を設け、校舎の壁面を緑化するなど多くの緑を
キャンパスに配置することで、自然を身近に感じなが
ら快適に学ぶことができます。�
　また、米国ミネソタ州では、世界有数の規模を誇る
ミネアポリス空港の直下に大規模な地下鉄駅部（リン
ドバーグ駅）と接続部（当社担当工区２.８ｋｍ、うちト
ンネルは上・下線各２.２ｋｍ）の建設を担当しています。
この工事は、同国でも注目を集める一大プロジェクト
で、トンネル貫通時には米国最大の土木業界紙「ＥＮ
Ｒ（Engineering News-Record）」の表紙を飾りました。
当社は、２００５年の竣工に向けて急ピッチで工事を進
めています。�

ＵＲＵＰ工法�

地中ディバージェンス工法�

シンガポール経営大学�
　　　　　（シンガポール）�
�

ミネアポリス空港 リンドバーグ駅（米国）�
�

�「ＵＲＵＰ（ユーラップ）工法」�
　この工法は、都市部でのアンダーパス工事などにお
いて、地上からトンネルをそのまま掘り進められる特
殊なシールド機を用い、アプローチの斜路部分とトン
ネル本体部分を連続施工するものです。これにより、
立坑の掘削や杭打工事が不要となるため、工期を従来
の約３分の１に短縮できるとともに、工事に伴う渋滞
や騒音等を抑制することができます。�
�

�「地中ディバージェンス工法」�
　本線トンネル掘進用の親シールド機の側面から、分
岐トンネル用の子機を発進させることにより、地中工
事のみで任意の位置からどの方向にもシールドトンネ
ルを２方向に分岐させることができる「地中ディバー
ジェンス工法」を開発しました。この工法は、立坑用
地や開削工事用地が確保しづらい都市部や、大深度地
下に建設される高速道路のランプ部等に利用できます。�
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ニュース＆トピックス�

　難波地区再開発のさきがけとなる「なんばパークス（１期）」
が完成し、２００３年１０月にオープンしました。この再開発は、
プロ野球で数々の名勝負を生んだ大阪球場の跡地一帯に、１００を
超える店舗が入居する大型商業施設や高層オフィスビルを建設す
るというプロジェクトです。当社は、このプロジェクトに街づく
りの計画段階から参画し、商業棟の設計・施工をはじめとする建
設事業全体を統括しました。�
　商業棟に日本最大級の屋上緑化公園（パークスガ－デン）を設け、
訪れる人が大都市の中心に居ながら自然を体感できるこの施設は、
大阪ミナミの新しい名所として親しまれています。�

　柱と梁の接合部分を独自の方法で接合することで、超短工期、
低コストを実現する「ニューＯＮＷ工法」を開発、実用化しました。
溶接による接合を減らし、ボルト接合を多用することにより、現
場での加工手間を大幅に省力化でき、鉄骨工事の工期を約３割短
縮することができます。また、解体後に鉄骨材の再利用が容易な
環境にやさしい工法でもあります。今後当社では、短工期への
ニーズが高い大型店舗などの鉄骨造建物向けに積極的に提案して
いきます。�

開発前の大阪球場� 施工中の様子� なんばパークス（１期）�

高さ調整プレート�

ドーナツ型プレート�
（外ダイアフラム）�

柱�

梁�

ハンチ部分�

下ダイアフラム接続Ｌ形鋼�

ニューＯＮＷ工法での�
柱と梁の接合図�
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株主アンケート�

株主アンケ－トの集計結果について�

�

　株主の皆様とのコミュニケーションを深め、そのご意見を経営に反映させていくことが重要であると考え、昨年１２月に初めて株
主アンケ－トを実施いたしました。多数の株主の皆様からご回答をいただくとともに、貴重なご意見を頂戴いたしましたことを、
深く感謝申し上げます。その集計結果の一部をご報告いたします。（回答数３,４０８通）�

◆ インターネット・メ－ルマガジンのご案内 ◆�
　当社の主なニュ－スや業績の速報などを掲載したメ－ルマガジンを、ご希望の方に配信しております。�
　配信を希望される場合は、以下の当社メ－ルアドレスあてに、株主様のお名前、ご住所、メ－ルアドレスをお知らせ下さい。�
 → 申込先 : irg@ml.obayashi.co.jp

■回答者の年齢構成�

■当社の株式をご購入された理由をお教えください。（複数回答可）� ■当社について知りたい情報は何ですか?（複数回答可）�

■当社の株式をお持ちになって、どのくらいに�
     なりますか?

■当社の株式について、今後どのように�
     お考えですか?

将来性�

業績�

技術力�

配当�

当社のファン�

収益性・財務内容�

株価の割安感�

その他�

�

1,558�

�

�

1,438�

�

�

1,215�

�901�

�

�

818�

�734�

�601�

�397�

� 926�

�

事業戦略�

業績�

配当政策�

経営トップのビジョン�

研究開発情報�

環境への取組み�

海外展開�

グループ会社の情報�

社会貢献活動�

その他�

�

�

1,364�

�1,069�

�1,043�

�812�

�436�

�395�

�316�

�287�

�92�

�

長期（3年以上）�

中期（1年以上3年未満）�

短期（1年未満）�

売却済、未回答�

49歳以下�
　　8％�80歳以上�

　10％� 50代�
 12％�

1％�

85％�

11％�

3％�

60代�
 38％�

買い増し�
　 23％�

その他�
　11％�

中長期保有�
　66％�

70代�
 32％�
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１０�

貸借対照表� 損益計算書�

利益処分�

（平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで）�
�

（平成１６年３月３１日現在）�
�
�

百万円� 百万円�

百万円� 百万円�

�
�

１,１９８,７５７�
�
�

１,０９６,９４８�
�
�

１０１,８０８�
６８,３５５�
33,453�

�
�
�
�

１２,５２１�
�
�
�
�
�

７,８４７�
38,127�

�
�
�

４,９５７�
�
�
�
�
�

８,８００�
34,284�

�
１５,１６８�
19,116�
２４,０３９�
１,５７７�
２,１６２�
△９２５�
41,645

�
１０�

２９９�

�

�

３,６０３�

�

２９９�

�
41,645�

�

�

３０９�

４１,９５４�

�

�

�

３,９０２�

38,052

�

（資産の部）�

流 動 資 産          �

現 金 預 金 �

受 取 手 形 �

完成工事未収入金�

不動産事業等未収入金�

販 売 用 不 動 産 �

未 成 工 事 支 出 金 �

不動産事業等支出金�

繰 延 税 金 資 産 �

未 収 入 金 �

そ の 他 流 動 資 産 �

貸 倒 引 当 金 �

固 定 資 産          �

有 形 固 定 資 産          �

建 物 ・ 構 築 物 �

機 械 ・ 運 搬 具 �

工 具 器 具 ・ 備 品 �

土 地 �

建 設 仮 勘 定 �

無 形 固 定 資 産 �

投資その他の資産�

投 資 有 価 証 券 �

関係会社株式･関係会社出資金�

長 期 貸 付 金 �

破産債権、更生債権等�

長期繰延税金資産�

そ の 他 投 資 等 �

貸 倒 引 当 金 �

資 産 合 計         �

�

�
（負債の部）�
流 動 負 債           �
支 払 手 形 �
工 事 未 払 金 �
不動産事業等未払金�
短 期 借 入 金 �
一年以内償還の社債�
未 払 金 �
未 払 費 用 �
未 払 法 人 税 等 �
未 成 工 事 受 入 金 �
不動産事業等受入金�
預 り 金 �
完成工事補償引当金�
従 業 員 預 り 金 �
そ の 他 流 動 負 債 �

固 定 負 債          �
社 債 �
長 期 借 入 金 �
土地再評価に係る繰延税金負債�
退 職 給 付 引 当 金 �
役員退職慰労引当金�
不動産事業等損失引当金�
そ の 他 固 定 負 債 �

（資本の部）�
資 本 金          �
資 本 剰 余 金          �
資 本 準 備 金 �

利 益 剰 余 金          �
利 益 準 備 金 �
任 意 積 立 金          �
固定資産圧縮積立金�
圧縮特別勘定積立金�
別 途 積 立 金 �
当 期 未 処 分 利 益          �

土地再評価差額金�
株式等評価差額金�
自 己 株 式 �

負 債 資 本 合 計 �
�

�
経常損益の部              �
営 業 損 益              
売 上 高    �
完 成 工 事 高  �
不動産事業等売上高    �

売 上 原 価              
完 成 工 事 原 価     �
不動産事業等売上原価   �

売 上 総 利 益               �
完 成 工 事 総 利 益     �
不動産事業等総利益    �

販売費及び一般管理費           �
営 業 利 益     �

営 業 外 損 益               �
営 業 外 収 益               �
受 取 利 息 配 当 金 �
有 価 証 券 売 却 益   �
その他営業外収益    �

営 業 外 費 用               �
支 払 利 息 �
貸倒引当金繰入額�
貸 倒 損 失 �
外国為替換算差損        �
その他営業外費用    �
経 常 利 益     �

特別損益の部�
特 別 利 益               
前 期 損 益 修 正 益               �
そ の 他 特 別 利 益               �

特 別 損 失              
減 損 損 失 �
販売用不動産評価損�
転 進 支 援 費 用 �
投資有価証券評価損�
そ の 他 特 別 損 失 �

税引前当期純利益   �
法人税､住民税及び事業税    �
法人税等調整額�
当 期 純 利 益      �
前 期 繰 越 利 益 �
退職給与積立金取崩額�
中 間 配 当 額 �
土地再評価差額金取崩額    �

当期未処分利益      

�
当 期 未 処 分 利 益                 �
任 意 積 立 金 取 崩 額                 �
固定資産圧縮積立金取崩額�
圧縮特別勘定積立金取崩額                 �

合 計           �
利 益 処 分 額                 �
株主配当金（１株につき５円）  �
任 意 積 立 金            
固 定 資産圧縮積立金�

次 期 繰 越 利 益 �
�

�

1,559,316�

892,145�

８０,８２０�

２３,６０４�

１９５,６１６�

１,８９５�

５６,９４７�

３６８,８０３�

１４,１３９�

３４,２３１�

１０３,７２３�

１３,２５９�

△８９７�

667,170�

259,760�

５９,７２８�

５,０１７�

２,１７２�

１９２,５８０�

２６０�

5,274�

402,136�

３２９,０２６�

１０,１８４�

４８,７２７�

４２�

５６６�

３１,５６１�

△１７,９７２�

1,559,316

百万円�
1,223,695�
1,040,401�
７９,４０４�
３０９,６７１�
５１９�

１４２,７８０�
２０,０００�
６,９９２�
１３,０５６�
７,４８０�

３３５,８８３�
２,１０９�
８７,９４１�
１,１８７�
２９,１６４�
４,２０９�

183,294�
５０,０００�
３２,４２７�
２１,１５０�
５９,３５５�
１,５４６�
１０,３５３�
８,４６２�

335,620�
57,752�
41,694�
４１,６９４�
101,543�
１４,４３８�
４５,４６０�
２２９�
２９９�

４４,９３０�
４１,６４５�
31,072�
103,816�
△ 259�

1,559,316

百万円�

�
１,１６１,５９２�
３７,１６４�

�
１,０６６,４５７�
３０,４９１�

�
９５,１３４�
６,６７３�

�
�
�
�

４,６０３�
７,３３７�
５８１�

�
３,１４５�
６８３�
２９�
８３９�
３,１４８�

�
�
�

４,８６７�
９０�
�

４,９７３�
１,４４０�
９３８�
８３６�
６１１�

�
７,９６０�
７,２０８�

�

�

�

決算報告�



１１�

（平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで）�
�

（平成１６年３月３１日現在）�
�
�

（平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで）�
�
�

�
（負債の部）�
流 動 負 債           �
支払手形・工事未払金等�
短 期 借 入 金 �
一 年 以 内 返 済 の �
PFIプロジェクトファイナンス・ローン�
一年以内償還の社債�
未 払 法 人 税 等 �
未成工事受入金等�
預 り 金 �
完成工事補償引当金�
そ の 他 �

固 定 負 債          �
社 債 �
長 期 借 入 金 �
PFIプロジェクトファイナンス・ローン�
繰 延 税 金 負 債 �
土地再評価に係る繰延税金負債�
退 職 給 付 引 当 金 �
役員退職慰労引当金�
そ の 他 �

（少数株主持分）�
少 数 株 主 持 分 �
（資本の部）�
資 本 金          �
資 本 剰 余 金 �
利 益 剰 余 金          �
土地再評価差額金          �
その他有価証券評価差額金         �
為替換算調整勘定�
自 己 株 式 �
負債、少数株主持分及び資本合計�

�
�
�
�
�
�
�
�

１.,３８３�
３,００７�
７,３４４�
８２１�

 �
４,２２６�
１,５９６�
２,７６７�
　�
�
�

５,０５３�
１,２６９�
６５�
�

５,２９８�
１,４４０�
９３８�
８４２�
１,５５０�

�
８,７３５�
８,３１１�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
１,３４６,２９７�
１,２２７,６６６�
１１８,６３１�
８０,６５７�
37,974�

�
�
�
�
�

１２,５５７�
�
�
�

８,５９１�
41,940�

�
 �
�
�

６,３８８�
�
�
�
�
�

１０,０７１�
38,257�

�
１７,０４６�
△１６�

21,193�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
経 常 損 益 の 部     �
営 業 損 益            
売 上 高    �
売 上 原 価 �
売 上 総 利 益              
販売費及び一般管理費           �

営 業 利 益 �
営 業 外 損 益     �
営 業 外 収 益 �
受 取 利 息 �
受 取 配 当 金 �
有 価 証 券 売 却 益               �
そ の 他      
営 業 外 費 用 �
支 払 利 息 �
外国為替換算差損�
そ の 他 �
経 常 利 益 �

特 別 損 益 の 部 �
特 別 利 益 �
前 期 損 益 修 正 益 �
固 定 資 産 売 却 益 �
そ の 他 �

特 別 損 失 �
減 損 損 失 �
販売用不動産評価損
転 進 支 援 費 用 �
投資有価証券評価損�
そ の 他 �

税金等調整前当期純利益
法人税､住民税及び事業税�
法 人 税 等 調 整 額     �
少 数 株 主 利 益 �
当 期 純 利 益        �
�

連結損益計算書�

�
（資産の部）�
流 動 資 産          �
現 金 預 金 �
受取手形・完成工事未収入金等�
有 価 証 券 �
未 成 工事支出金等�
た な 卸 不 動 産 �
繰 延 税 金 資 産 �
未 収 入 金 �
そ の 他 �
貸 倒 引 当 金 �

固 定 資 産          �
有 形 固 定 資 産          �
建 物 ・ 構 築 物 �
機械・運搬具・工具器具・備品�
土 地 �
建 設 仮 勘 定 �

無 形 固 定 資 産 �
投資その他の資産�
投 資 有 価 証 券 �
長 期 貸 付 金 �
繰 延 税 金 資 産 �
そ の 他 �
貸 倒 引 当 金 �

繰 延 資 産 �

資 産 合 計 �

連結貸借対照表�

連結剰余金計算書�
（平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで）�

�
�
�

現金及び現金同等物の期首残高�

連結範囲の変更に伴う現金�
及び現金同等物の期首増加額�

営業活動によるキャッシュ・フロー�

投資活動によるキャッシュ・フロー�

財務活動によるキャッシュ・フロー�

現金及び現金同等物に係る換算差額�

現金及び現金同等物の期末残高�

�

連結キャッシュ連結キャッシュ・フロー計算書の要旨フロー計算書の要旨�

�
41,694�

10�
１０�

41,705�
�

92,225�
21,193�
２１,１９３�
5,198�
４,３１８�
２３�
８５６�

108,221

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ） �
資 本 剰 余 金 期 首 残 高 �
資 本 剰 余 金 増 加 高 �
自 己 株 式 処 分 差 益 �

資 本 剰 余 金 期 末 残 高 �
（ 利 益 剰 余 金 の 部 ） �
利 益 剰 余 金 期 首 残 高 �
利 益 剰 余 金 増 加 高 �
当 期 純 利 益 �

利 益 剰 余 金 減 少 高 �
株 主 配 当 金 �
役 員 賞 与 金 �
土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 �

利 益 剰 余 金 期 末 残 高 �
�

�

�

�

百万円� 百万円�
1,821,883�

1,029,596�

１０４,９６９�

２８２,３０２�

２０�

３８６,４２６�

７９,９９４�

３７,５７７�

１０５,６０１�

３３,９４３�

△１,２４０�

791,970�

373,826�

１０９,９９９�

１０,６１３�

２５１,９８６�

１,２２７�

6,059�

412,084�

３４５,３９９�

３１,８９０�

６,９６６�

３３,３９８�

△５,５７０�

316�

1,821,883

百万円�

百万円�

107,423�

4,146�

�38,591�

21,746�

△67,854�

△510�

103,543

百万円�

1,458,890�
1,187,518�
４４１,９１９�
２１７,９８０�

４３０�

２０,０００�
８,０４１�

３４８,８９４�
９１,１３５�
１,３１７�
５７,７９９�
271,371�
５５,０００�
７１,１６８�
１２,３２３�
１２,１３１�
２３,６４９�
６５,９０６�
２,１０８�
２９,０８３�
18,719�
18,719�
344,273�
57,752�
41,705�
108,221�
34,143�
103,866�
△1,095�
△319�

1,821,883

百万円�

�
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１２�

取締役及び監査役�

代表取締役会長代表取締役会長�

代表取締役社長代表取締役社長�

代表取締役副社長代表取締役副社長�

代表取締役副社長代表取締役副社長�

代表取締役副社長代表取締役副社長�

専 務 取 締 役専 務 取 締 役 �

専 務 取 締 役専 務 取 締 役 �

専 務 取 締 役専 務 取 締 役 �

専 務 取 締 役専 務 取 締 役 �

専 務 取 締 役専 務 取 締 役 �

専 務 取 締 役専 務 取 締 役 �

専 務 取 締 役専 務 取 締 役 �

専 務 取 締 役専 務 取 締 役 �

専 務 取 締 役専 務 取 締 役 �

専 務 取 締 役専 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役常 務 取 締 役 �

�

�

�

�

大　林　剛　郎大　林　剛　郎�
向　笠　愼　二向　笠　愼　二�
上　原　　　忠上　原　　　忠�
脇　村　典　夫脇　村　典　夫�
野　間　暎　史野　間　暎　史�
大　林　芳　久大　林　芳　久�
倉　田　能　達倉　田　能　達�
桑　原　章　次桑　原　章　次�
田　宮　芳　彦田　宮　芳　彦�
森　元　淳　平森　元　淳　平�
　　木　嗣　郎　　木　嗣　郎�
伊　藤　住　吉伊　藤　住　吉�
西　野　敏　克西　野　敏　克�
中　谷　　　章中　谷　　　章�
原　　　義　孝原　　　義　孝�
溝　口　哲　也溝　口　哲　也�
水　巻　武　一水　巻　武　一�
松　本　國　夫松　本　國　夫�
熊　谷　　　繁熊　谷　　　繁�
伊　藤　昭太郎伊　藤　昭太郎�
表　　　佑太郎表　　　佑太郎�
塚　越　東　男塚　越　東　男�
稲　垣　紘　史稲　垣　紘　史�
古　荘　昭　憲古　荘　昭　憲�
田　保　収　平田　保　収　平�
長　　　恵　祥長　　　恵　祥�
�

常 務 取 締 役常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役常 務 取 締 役 �

取 　 締 　 役取 　 締 　 役 �

取 　 締 　 役取 　 締 　 役 �

取 　 締 　 役取 　 締 　 役 �

取 　 締 　 役取 　 締 　 役 �

取 　 締 　 役取 　 締 　 役 �

取 　 締 　 役取 　 締 　 役 �

取 　 締 　 役取 　 締 　 役 �

取 　 締 　 役取 　 締 　 役 �

取 　 締 　 役取 　 締 　 役 �

取 　 締 　 役取 　 締 　 役 �

取 　 締 　 役取 　 締 　 役 �

取 　 締 　 役取 　 締 　 役 �

取 　 締 　 役取 　 締 　 役 �

取 　 締 　 役取 　 締 　 役 �

取 　 締 　 役取 　 締 　 役 �

�

�

常 勤 監 査 役常 勤 監 査 役 �

常 勤 監 査 役常 勤 監 査 役 �

常 勤 監 査 役常 勤 監 査 役 �

監 　 査 　 役監 　 査 　 役 �

監 　 査 　 役 　監 　 査 　 役 　 �

本　庄　正　史本　庄　正　史�
中　村　雄　二中　村　雄　二�
白　石　　　達白　石　　　達�
伊良原　龍　一伊良原　龍　一�
森　井　繁　夫森　井　繁　夫�
伊　藤　鷹　一伊　藤　鷹　一�
田　村　志　郎田　村　志　郎�
西　川　由　朗西　川　由　朗�
船　野　龍　平船　野　龍　平�
田　中　弘　道田　中　弘　道�
松　浦　　　　松　浦　　　　�
戸　塚　健　彦戸　塚　健　彦�
秀　平　政　信秀　平　政　信�
内　田　弘　通内　田　弘　通�
坂　本　　　宏坂　本　　　宏�
後　藤　英　夫後　藤　英　夫�
野　口　忠　彦野　口　忠　彦�
東　渕　　　等東　渕　　　等�
井　上　雄　次井　上　雄　次�
�
�
西　村　　　正西　村　　　正�
日　置　紘太郎日　置　紘太郎�
大河内　照　雄大河内　照　雄�
津　田　禎　三津　田　禎　三�
松　尾　政　和松　尾　政　和�

(注)　※印は、商法特例法第18条第1項に定める社外監査役であります。�

※�

※�

（平成１６年３月３１日現在）�



１３�

創　　　業�
設　　　立�
資　本　金�
�
�
事業目的�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
株　主　数�
従業員数�
�
�
�

明治２５年  １    月�
昭和１１年１２月　�
�
  発行する株式総数　  １,２２４,３３５,０００株�
  発行済株式総数 　   ７２１,５０９,６４６株�

本　　店�
�
東京本社�
�
札幌支店�
�
東北支店�
�
横浜支店�
�
北陸支店�
�
名古屋支店�
�
神戸支店�
�
広島支店�
�
四国支店�
�
九州支店�
�
技術研究所�
�
海外事務所�
�

大阪市中央区北浜東４番３３号　〒５４０-８５８４�
TEL （０６）６９４６-４５７８�
東京都港区港南２丁目１５番２号　〒１０８-８５０２�
TEL （０３）５７６９-１０１７�
札幌市中央区北１条西３丁目３番地の７　〒０６０-０００１�
TEL （０１１）２１０-７７７７�
仙台市青葉区上杉１丁目６番１１号　〒９８０-００１１�
TEL （０２２）２６７-８５２１�
横浜市中区弁天通２丁目２２番地　〒２３１-０００７�
TEL （０４５）２０１-４１３１�
新潟市東大通２丁目３番２８号　〒９５０-８５２８�
TEL （０２５）２４６-６６６６�
名古屋市東区東桜１丁目１０番１９号　〒４６１-８５０６�
TEL （０５２）９６１-５１１１�
神戸市中央区加納町４丁目４番１７号　〒６５０-０００１�
TEL （０７８）３２２-４４００�
広島市中区小町１番２５号　〒７３０-００４１�
TEL （０８２）２４３-０１５１�
高松市中央町１１番１１号　〒７６０-０００７�
TEL （０８７）８３１-７１２１�
福岡市博多区下川端町９番１２号　〒８１２-００２７�
TEL （０９２）２７１-３８１１�
東京都清瀬市下清戸４丁目６４０番地　〒２０４-００１１�
TEL （０４２４）９５-１１１１�

会社の概要� 主要な営業所等�

５７,７５２,６７１,８０１円　（平成１６年３月３１日現在）�
�

１.建設工事の請負�
２.地域開発、都市開発、海洋開発、環境整備その他建設に関
する事業�

３.前２号に関する調査、測量、企画、立案、設計、監理等の
エンジニアリング及びマネージメント�

４.住宅に関する事業�
５.不動産の売買、交換、貸借及びその仲介並びに所有、管理
及び利用�

６.道路、港湾、上下水道、庁舎、教育文化施設、廃棄物処理
施設、医療施設その他公共施設等の企画、建設、保有、維
持管理及び運営�

７.土壌浄化、河川・湖沼の底質浄化、湖水・海水の水質浄化
等の環境汚染の修復に関する事業並びに一般廃棄物及び産
業廃棄物の収集、運搬、処理及び再生利用�

８.発電並びに電気及び熱の供給�
９.建設機械、建設機械装置及び建設用仮設機材の製作、調達、
販売及び賃貸�

１０.建設用コンクリート製品、耐火・不燃建築材料、内外装建
築材料、家具及び建築用木工品の製造及び販売並びに土木
建築用資材の販売�

１１.建物及び設備の保守管理の受託並びに保安警備の受託�
１２.コンピュータの利用に関するソフトウェア、工業所有権及
びノウハウの取得、開発、実施許諾及び販売�

１３.情報処理サービス業、情報提供サービス業及び電気通信回 線の提供�
１４.         .... コンピュータ等電子事務機器の販売、賃貸及び保守管理サービス�
１５.厚生、医療、スポーツレジャーの各施設、ホテル及び飲食
店の経営並びに旅行業代理店業�

１６.医療用機械器具の販売�
１７.労働者派遣事業法に基づく労働者派遣事業�
１８.損害保険代理業及び自動車損害賠償保障法に基づく保険代理業�
１９.造園、園芸及び植樹に関する事業�
２０.金銭の貸付、債務の保証その他の金融業�
２１.前各号に関するコンサルティング業務�
２２.前各号に関連する業務�
６２,７０２名（平成１６年３月３１日現在）�
　９,９６０名（平成１６年３月３１日現在）�
�
�
�

ロンドン、サンフランシスコ、ホノルル、北京、大連、上海、
台北、ジャカルタ、ハノイ、ホーチミン、シンガポール、
クアラルンプール、バンコック�

�
�



�

株主メモ�

�

�

本事業報告書は、再生紙を利用しています。�

URL  http://www.obayashi.co.jp/

決　　算　　期�

定 時 株 主 総 会 �

利 益 配 当 金 �
受領株主確定日�

中 間 配 当 金 �
受領株主確定日�

公 告 掲 載 新 聞 �

名義書換代理人�

�
同事務取扱場所�
�
�
�
�
�
�
�
同　取　次　所�

�

手　　数　　料�
�
�
�
�
�
�
上場証券取引所�

３月３１日�

６月下旬�

３月３１日�

�
９月３０日�

�
大阪市において発行する毎日新聞�

UFJ信託銀行株式会社�
東京都千代田区丸の内１丁目４番３号  〒１００-０００５�

UFJ信託銀行株式会社大阪支店証券代行部�
大阪市中央区伏見町３丁目６番３号　〒５４１-８５０２�
TEL （０６）６２２９－３０１１（代表）�
   なお、株式関係のお手続き用紙のご請求は、次のUFJ信託銀行の�
   電話及びインターネットホームページでも２４時間承っております。�
   　     TEL 　　  ０１２０－２４－４４７９（東京）�
（通話料無料）        ０１２０－６８－４４７９（大阪）�
          URL　                                             http://www.ufjtrustbank.co.jp/�

UFJ信託銀行株式会社本店・全国各支店�
野村證券株式会社本店・全国各支店�

名義書換及び新券交付…無料�
株券喪失登録の申請…申請１件につき１０,５００円（消費税額等を含む）�
　　　　　　　　　　　株券１枚につき      ５２５円（消費税額等を含む）�
単元未満株式の買取り…１単元の株式の数当たりの売買委託手数料�
                                                   相当額を買取った単元未満株式数で按分�
                                                   した額及びこれにかかる消費税額等の合�
　　　　　　　　　　　計額�

東京・大阪・名古屋・福岡の４証券取引所�

�


